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書評
坂井昭夫著『国際財政論」
（有斐閣， 1976年1月刊）
小 谷 義 次
ー
国際財政論の新しい研究領域が問題となりはじめたのは比較的最近のこと
がらにぞくする。
島恭彦教授はその著『財政学概論』 (1963年，岩波書店）のまえがきで，執
筆後の述懐として概論を書くことの困難さを嘆じておられるが，それと関連
して，財政問題の国際的な側面（経費や租税の国際的分担，国際間の公信用
や公共投資など）を全くとりあつかうことができなかったが，これは別に 1
章をもうけて考察する値うちのある重要な問題である，と述べておられる。
筆者が戦後のアメリカの対日援助と見返資金の研究を一書にまとめ， 『国
家資本輸出論』 （東洋経済新報社）を公けにしたのは1959年であったが，こ
の時点ではなお，この国際財政論についてはほとんど問題とされるところが
なかったといってよい。
その後，池上淳氏をはじめとする島門下の俊秀の方々が財政の国際的関連
の問題の研究に精力的にとりくまれるようになったのが，大体において1960
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年代の後半以降であるが，それらが島教授の還暦を記念する『現代財政学体
．系』シリーズ中の一巻， 『現代国際財政論』 (1974年，有斐閣）その他に結
実するにおよんで，ょうやく一般の注目するところとなったようである。
それらの業績中もっともすぐれたものの 1つが坂井昭夫氏の『国際財政
論』 '(1976年，有斐閣）である。
国際財政論は財政の国際的関連を考察の対象とし，そのとりあつかう領域
としては，財政と国際経済，さらに世界市場の一部をもふくむ広範な内容を
もっている。マルクスの経済学プランでいえば， 「経済学批判序説」 (1857 
年）でいうプランの第3編，第4編，それに第 5編の 1部をも包括する一一
資本論序言でいうプランでは，第4編， 第5編， 第6編の 1部をもふくむ
—ものと考えられ，国家の形態でのブルジョア社会の外への総括を現わす
ものと言うことができる。
『国際財政論』における著者の方法論を規定するのは「財政自主権」 （自
国財政にたいする自主的管理権）の概念である。
著者は，これまでの財政学が，財政相互の国際的関連＝「国際財政開係」
の究明をなおざりにした点を指摘して， 「財政学は伝統的に，各国の財政自
主権の無欠の存在を暗黙裡に前提し，財政を一国だけの封鎖的休系であるか
のごとくにみなしつつ自己の理論休系を築き上げてきた」と述べている。財
政学は，このような「偏狭な方法」のため， 「問題を各国財政相互の支配・..... 
従属の見地において把握できず， ……一国の財政自主権の存否を （傍点筆
者）」本質的に問うことができなかった，と。
著者がするどく指摘するように，．とりわけ，第2次大戦後の情勢は，この
ような思考ではとうてい理解することができない。戦後の複雑な国際経済関
係を解明する重要な鍵ともいうべき国際財政論の課題を著者はつぎのように
要約的にしめしている。 「国際財政関係の研究は，各国財政相互の結合の態
様，その支配・従属関係にメスを入れつつ，そのことを通じて……財政自主
権にまつわる闘いの広範な所在を確恩し，またその意義を明示することをも
って，自らの中心的課題とみなすべきであろう。」
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I 
最初に，本書の内容を簡単にみておこう。
著者は，戦後の国際財政関係の分析を，対外援助の最初のかたちとして知
られる対イギリス「武器貸与」援助からはじめている（第2章）。ここで，
戦時中のイギリスが，国防費の膨張にもとづく財政と金融の危機的情況のな
かで，いかにアメリカの武器貸与への依存を余儀なくされ，そのことを通じ
て財政自主権を喪失しつつ，アメリカに従属する二流の帝国主義国への転落
過程を歩まざるをえなかったかが，アメリカの対英政策の推移との関連で分
析されている。しかし，同時に著者は注意深く，帝国主義国としてのイギリ
スが，その権威を死守するため，金・ドルプール制などを介して，その犠牲
と負担をカナダやその他のスクーリング・ブロック諸国に押し付けようと
し，そのことが反って反英民族解放闘争からのはげしい反撃をうけ，いかに
それが自らの転落過程に拍車をかけることになったか，のヴィヴィ・ドな彼述
を通じてィ｀ギリスの苦悩を描き出すことを忘れていない。
総じて，最初のこの章は，限られた資料と文献の制約のため，わが国に紹
介されることのすくなかった武器貸与援助にかんするすぐれた分析として，
推奨しうるとおもう。
つづく第3章の問題は，戦後のアメリカとイギリスの財政関係が，いかに
してマーシャル援助を呼ぴ出すに至ったか，その過程をたどるとともに，マ
ーシャル援助の国際財政面からみた特徴を解明することである。
イギリスは， 1940年代に 3種類の援助（武器貸与，米英金融協定にもとづ
＜借款，マーシャル援助）をつぎつぎにアメリカから獲得するが，大戦を戦
い抜くため，対外決済手段の払底を緩和すべくやむを得ずして導き入れたこ
れらの援助からイギリスのえたものは「自立」ではなく，むしろ従属化の深
化過程であったとして，著者はつぎのように述べている。 「イギリ、スは援助
を受けたがゆえに有力な国際競争手段を剥奪され，またそのゆえに破産に瀕
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し，新しい援助を乞わざるをえないといった悪循環にさいなまれ，そうした
中でますますアメリカの世界支配体制に包摂されることへの反撥力を弱めて
いった，とみた方がよほど真実に近い」。
著者はマーシャル援助の特徴の解明と関連して， 「マーシャル援助」を通
じる重層的な国際的財政管理機構の創出ということを論じている。マーシャ
ル援助は何よりもまず， IMF体制「実質化」の手段としての機能をもつ。
さらに，マーシャル援助は，西歌「経済協力」推進の手段としての役割を演
じる。最後に双務協定（経済協力法にもとづく）として管理システムの総仕
上げの使命を担う。著者はこの点を表現して言う一「 IMF休制の実質化
の促進によって外堀を埋め，おしつけの地域経済協力によって内堀を埋め，
双務協定によって天守閣まで攻め込み，直接被援助国の身柄を抱束する一一
これがアメリカの財政・経済管理からみる ERP（マーシャル・プランの名
によって知られる歌州復興計画＝筆者）の論理であった。」
著者はアメリカがそれ以降，とりわけ見返資金の運用を媒介として，財政
自主権の喪失を決定化し， 被援助国の産業と金融の再編成の主導権を掌握
し，さらに，西欧諸国問，とりわけイギリスと西独の競争を組織する方向を
追求しようとした事実を指摘している。
ところで，アメリカの対欧援助は，西欧諸国の一定の経済復興が達成され
るとともに， 1950年代をもって終る。そして，それとともに双務協定も消減
し，これにもとづく見返資金操作もなくなる。しかも，それは，アメリカの
各国にたいする財政自主権侵犯の弱化を帰結するものであろうか。著者はこ
の問いにたいし，対先進国の関係では，アメ・リカの「直接的管理」の側面は
いちじるしく後退するが， 「間接的管理」 （援助から直接投資への主役の交
替にもとづく）はむしろ強化される，と主張する。第4章はこの援助と直接
投資の絡み合いの究明に充てられている。
具体的問題としては，マーシャル援助とつづくMSA援助によって，その
後の国際的財政支出の再配分と，援助から世界企業への主権侵害の主役の交
替のための条件がどのように培われたか，である。著者はこのような条件を
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培養した要因として，アメリカが援助と引き換えに西歌諸国に締結を認めさ
せた 2つの二国間協定， 「投資保証協定」と「特許・技術情報協定」を挙げ
ている。前者は民間資本の輸出にともなう諸種の危険を政府が肩代りしょう
とするもの，後者はアメリカの技術移植による西欧の軍需生産力の強化を主
要な狙いとし， 技術交換の保護と補償を政府が担当しょうとするものであ
る。
著者は，またこの章で，ほぼ同時期に展開された低開発国開発政策を援助
と直接投資の絡み合いを視点として検討している。援助供与の見返りとして
のアメリカによる開発計画の掌握，投資保証協定，開発をめぐる援助と直接
投資の「機能的分業」 （直接投資の前提としてのインフラストラクチャーを
政府投資が引受ける）などを主要な論点として，新植民地主義支配のパター
ンが析出されている。
1950年代の後半から60年代にかけ，アメリカは国際収支赤字の削減の必要
から国際的財政支出（悔外軍事支出と低開発国援助の両面における）の効率
化と肩代りを強力に要請，これを基軸として財政負担の国際的再配分の過程
が進展する。第 5章はその実態と理論的基盤の検討を課題としている。
著者が強調しているのは，効率化と肩代りがアメリカの世界支配の維持と
強化の志向と矛盾するものではなく，財政資金をいっそう効果的に再配分し
つつ商品•投資市場開拓に不可欠の援助供与や海外での軍事活動をけいぞく
するため採用された手段であり「国際収支赤字を削減するため自らの支配力
を切り売りするものでは本来なかった」ということである。アメリカの主導
権を前提にした上での費用負担のみの他国への転嫁こそが，肩代りの本質で
あるという点である。
著者は，さらに，若手の財政学者らしく，応能説的租税理論を前提として
近代経済学的に構成されたいくつかの財政負担の国際的再配分理論を検討
し，その理論的限界とそれがもつイデオロギー的性格を明かにしている。そ
してこの部分の批判的展開のするどさは， 『国際財政論』としての本書の特
徴の 1つを形成するものと考えてよい。
88(170) 坂井昭夫著「国際財政論」
結論としての第 6章は，本書全体の披述を総括するものとして，世界企業
と国家主権の相克という，もっとも重要な今日的課題をとり上げている。
対外援助によって進出の諸条件を用意され，地ならしをされたアメリカの
世界企業は，その発展の過程において，援助に代って各国主権侵害の主役と
して硯出する。多数の海外子会社をようするアメリカの世界企業が，独自の
企業内分業休制をしいてグローバルなかたちで最大限の利潤追求をおこなう
ばあい， 「各国資本が世界企業の補完物に転化され，…各国の再生産軌道の
自立性が損われるという事態」の生ずるとともに， 「各国の主権に種々の風
穴があけられるといった事態」が必然的に発生してくる。そして，このばあ
ぃ，前者の程度が大きければ大きいほど後者の深刻の度が増大することはい
うまでもない，このようにして，著者の指摘するように，世界企業と受入れ
国の主権との「緊張」が強まってくる。
著者は，アメリカ世界企業による各国主権の侵犯と対外援助による各国主
権の制約の 2つを「統一的に把握」することによって，アメリカ帝国主義の
世界支配の硯代的構造を解明しつつ，この「緊張」の本質を説きあかそうと
する。
皿
世界企業と国家主権の相互関連にかんする一視角と題した第6章第3節
は，本書の結論の中心的部分を形成する部分で，著者のすぐれた理論的能力
とその能力に支えられたするどい論理構成が集中的にしめされている箇処で
ある。
この 1節を若干詳細に紹介しておきたい。
著者は，世界企業と国家主権の相互関係についての 2つの類型的な見解を
区別して最初にかかげている。その第 1の類型は国連の経済社会理事会に代
表される見解であり，アメリカ世界企業の大きい力と各国主権にたいする侵
害の事実を指摘した上で，各国の経済的，政治的対米従属の危険を「一種情
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念的に」強調し，そこから，世界企業の行動を規制するガイド・ラインを多
角的交渉を通じて確立する必要を主張するものである。これにたいする第2
の類型にぞくする見解は「第1の型をいわば裏返しにした」類のものであ
り，世界企業が各国の主権に種々のインパクトを与える現実の認識から出発
しながら，第 1型の見解と異って，その硯実を「企業の国際化の発展段階に
ともなう経過的な事態」として把握する点に特徴をもっている。
著者は，第2の類型にぞくする見解が，世界企業の「超国籍化」への趨勢
を前面に押し出すことによって，レーニンの『帝国主義論』でいう「資本家
団体の間での世界の分割」と「列強の間での世界の分割」を完全に切り離
し，世界企業がそのいずれとも無関係の存在になりつつあるごとくみせかけ
る使命を客観的にはたしている」とするどく指摘しつつ，さらにつぎのよう
に述べている。第2の立場は，このようにして， 「世界企業の超国籍化傾向
を前提とした上で，それを阻害する『偏狭なナショナリズム』に攻撃を集中
し，つまるところ世界企業の自由な営業活動を保障するために国家主権相互
の『調整』，極端には受入れ国主権の『解休』の方法をあれこれと探しまわ
っている」。
以上 2つの類型的な見解は，政策論的には正反対の結論ー一方は世界企業
の規制を叫び，他方は主権の制限ないし解体を主張するというーを導き出し
ているが，著者によれば，この両者とも世界企業と受入れ国の主権とを無媒
介的に対置するかたちで，あるいはそれだけに一切の問題を収欽させるかた
ちで論理を運んでいるという点に共通の欠陥をもっている。
著者はこの点をさらにつぎの 2点に分って指摘している。第 1に，両見解
とも，世界企業を国際社会における国締をもつ資本相互の協定と競争，支配
と従属の関係の中でつかみえない弱点をもつ。一「資本家団体の間での世界
の分割」の論理次元における世界企業の位置づけが，ほとんど視野に入れら
れていない。第2に，資本家団体による世界分割の土台上にそぴえ立つ国家
主権の相互の関係の中で世界企業を，両見解とも把握しえない欠点をもって
いる一「列強の間での世界の分割」の次元における世界企業の位置づけが欠
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落している。
両見解に共通する 2つの弱点をいかに克服するか，著者はまず第 1点につ
いて，国際トラストとしての世界企業と各国資本の間の協定の背後にある経
済的諸関係の解明の必要と，これらの協定を媒介し，規定したアメリカの政
府援助に注目する必要を説く。
この点で著者は，戦後アメリカの対外援助がアメリカと被援助国の金融資
本相互の技術協定，さらに技術を通ずる市場分割協定の下地を作り出した，
という事実を，国際トラストによる世界分割の「新しい形式」として重視し
ようとする一「新しい」というのは，著者によれば，レーニンが『帝国主義
論』を執筆した時代とは様相が大きく変化した (20世紀の最初の 4半期には
国際カルテルの技術協定や市場分創協定が国家資本の輸出によって媒介され
るケースは総じて駆められなかった）という意味である。著者は，この点と
関連して，レーニン『帝国主義論』第5章。いわゆる「石油喜劇」 （ロック
フェラーの石油トラストの攻勢に直面したドイチェ・バンクが石油の専売あ
るいはこれに代替する電力専売の方法を用いて防衛しょうとした）の餃述を
引合いに出し，つぎのように述べている。そこにみられるのは，弱少な側が
専売なる国家的独占を競争手段として強大な側に対抗しようとした関係であ
る。ところが，第2次大戦後は，援助という別種の国家的独占を武器に各種
の国家間協定を実現し，それを自らに有利な競争手段として活用してきたの
は，ほかならぬ一頭地を抜いているアメリカ金融資本の方なのである。 「強
者による国家的独占わけても政府援助の競争手段としての利用，この戦後の
特徴を改めて確認しておかなければならない。」
第2点の弱点の克服について，著者は，戦後における資本主義諸国の主権
相互の関係は何によって規定され，形成されたかの究明が重要な理論的作業
であることを指摘する。
ところで，この点の究明のための理論的作業はすでに本書の数章によって
詳細に展開されたところである，その結論はつぎのように要約されている。
要するに，アメリカは，援助を魔法の杖さながらに自在に使いこなしなが
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ら， IMF体制を土台におき，地域経済協力を遠隔操作し，双務協定によっ
て被援助国の行動をじかに拘束する，といった重層的な財政・経済管理の機
構をその手で作り出そうと試みたのであり，この方向でのアメリカの努力が
実を結んでゆくのと裏腹に， 被援助国の主権が直接関接に， また二重三重
に，それも制度的に侵害されるようになった点を，またそれらの制度的な枠
組みが援助終了後も大筋として存在し続け世界企業の活動基盤となった点を
銘記すべきであろう。
アメリカは援助によって IMF体制，広域経済圏，財政負担の再配分とい
った主権相互の新しい関係を培ったばかりではない。さらに，アメリカは，
援助をもって広域経済圏を自国資本にとっての魅力的な投資先に育てる努力
を続ける一方で，さらに，その中に自国資本を流し込むパイプ（特許・技術
協定や投資保証協定など） までも用意することによって， 主権制限の「主
役」の援助から世界企業への交替の条件をも培養したのである。
著者は，さらにつぎのように言う。広域経済圏が地域およぴ国家の支配す
る領域においてアメリカ世界企業の経済的支配下に成長を達成する度合いに
おうじて，アメリカは国際的財政支出の再配分をおし進め，各国の主権を自
らの支配下に編入しようと努めてきたのである。そうだとするなら， 「これ
は国際トラストの支配するもとでの『列強の間での世界の分割』， 換言すれ
ば『領土にたいする分割と支配』の今日的形式とみなしても差支えないので・
はなかろうか」。
著者は「結論的」につぎのように述べている。
世界企業の発展が援助によって形成された主権相互の関係をいっそう強化
し押し進めてきたことを，またこの方向がいよいよ鮮明に浮ぴ上ろうとして
いる情勢を正確に読みとらなければならない。 「世界企業は，実にこうした
意味において， 『資本家団体の間での世界の分割』と『列強の間での世界の．．．．．．．．．．． 
分割』とを相互に結びつける，あるいはその両者を媒介する結節環に位置し
ているのである（傍点筆者）」。いうまでもなく， 「世界企業のこの位置は，
国家資本と民間資本の複雑な絡み合いを離れては到底理解されえない」。
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これまで部分的に指摘しておいた本書の特徴点を読後の感想と合せ，まと
めたかたちで述べておきたい。
新しい学問領域としての国際貯政論の意義とその重要性については，すで
に最初にふれておいた。
対外援助をめぐる支配と従属の関係，世界企業＝多国籍企業と国家主権の
相克の問題が第2次大戦後の国際経済関係のもっとも重要な問題であるこ
と，同時に硯代帝国主義論のもっとも本質的な問題を形成するという点につ
いては，おそらく何人も異論はないとおもう。しかも比較的最近まで，すく
なくとも，これらの問題にたいする財政学の側からのアプローチはきわめて
すくなかったといってよい。すぐれた財政学の概論書でさえ，これらに関説
したものはほとんど皆無であった。それは，いうまでもなく，社会科学とし
ての，あるいは，経済学の一部としての財政学の現実からの大きい立遅れを
しめすものであり，そのかぎりにおいて，学問的不毛を物語るものであった
といわねばならない。
最近数年間，このような事態にたいする反省にもとづいて，比較的若い財
政学者の間に，新しい領域としての国際財政論への志向が現われはじめてい
る。坂井氏のこの労作は，それらの業績のうち，もっともすぐれたもの，す
くなくとももっともすぐれたものの 1つとして推奨に値するものとおもう。
その論拠としていくつかの点が挙げられよう。
まず，問題意識のするどさと論理構成の緻密さ，これは前2節の紹介です
でに明らかにされている。第2次大戦後の支配と従属によって特徴付けられ
た国際関係を規定するアメリカの対外援助とその援助によって準備され，地
ならしされた世界企業による主権侵害の「主役」の交替という問題意識，こ
の世界企業を結節環として「資本家団体の間での世界の分割」と「列強の間
での世界の分割」を統一的に把握しようとする論理構成のするどさと緻密さ
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がこれを集中的にしめしていよう。
つぎに，この労作のもっとも大きい特徴をなす，分析方法上の基礎概念と
して設定された「財政自主権」について一言しておこう。
「財政自主権」は，自主権という表現がもつ法学的ないし政治学的ニュー
アンスにもかかわらず，著者がこれによって意図するところが—~すでに本
書の全被述を通して詳細にしめされているところであるが—，その政治鯰．． 
済的内容であり機構であるという意味で首肯しうるばかりではない。戦後の
支配と従属に特徴付けられた国際関係の分析をすすめてゆくばあいの基準概
念として十分の適格性をもつものとして支持することができるとおもう。
なお，筆者が若干の箇処（第 5 章第 3 節•第 4 節，第 6 章第 4 節）でコメ
ントをおこなった近代経済学的諸見解の批判は大体において妥当である。と
りわけ，租税理論における19世紀の応能説（「個人に侵越する国家の歴史
的，論理的必然性を強調し，租税は有機的全体としての国家の利益のために
徴収されるものであり，個々の納税者の打算を超越した崇高な義務である」
と考える）にもとづいて立論を試みようとする財政負担国際的再配分基準論
にたいする著者の批判――—これらのアメリカの理論家たちの現実の意図は，
各国の主権を否定し， 「有機的全体」としてのアメリカが組織し指導する帝
国主義体制の利益を中心におき，それを通じて「共通の安全保障」への貢献
を各国の打算を越えた崇高な義務として設定しようとするものである，とす
る一ーはするどいものをもっている。
分析能力という点について述べておこう。すでに本稿の最初にふれたよう
に，国際政論は 1つの学問的領域として経済学における多くの分野一ー財政
学はもとより，国際経済論，国際金融論，世界市場論までにおよぶー一•とか
かわりをもっている。したがって国際財政論を志向する研究者には，すくな
くとも，経済学のこれらの諸分野にかんする一定の知識とそれにもとづく分
析能力が要請されることは当然であろう。 1人の研究者がこれらを合せもつ
ということはそれほど容易ではない。が著者坂井氏は，その点の資格をもっ
た比較的すくない研究者の 1人であると考えられよう。労作『国際財政論』
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がかなりの程度においてすぐれた成果を収めえたのもこの点にかかっている
とおもう。
しかし，本書にも問題がないわけではない。いくつかの点について私見を
述べておこう。
まず，著者はアメリカの対外援助を国家資本の輸出と捉えて議論を進めて
いる。しかし，対外援助の本質を国家資本の輸出として捉える見解は現在な
お定着しているとはいえない。マルクス経済学者の一部にもこれに反対する
考え方がある。さらに援助を国家資本輸出と規定するばあいにも贈与をどの
ように理解するかについて意見はかならずしも一致していない。著者は世界
企業の発展を「国家資本と民間資本の複雑な絡み合い」にもとづいて理解し
ようとしている。とすれば政府援助の性質を国家資本の輸出として捉えると
いう点は本書の全絞述を通して決定的に重要な意義をもっていると考えられ
る。対外援助の本質規定についてのなんらかのかたちでの著者の見解の呈示
が必要であろう。
つぎに， 「あとがき」での著者の今後の課題とも関連をもつが，対外援助
と世界企業の両者を通じて，それらがアメリカの国家独占資本主義体制の中
でどのような位置付けをもつかの理論的作業がなされていないとおもう。こ
れは，とりわけ，レーニンの『帝国主義論』の段階を一歩進めた第二次大戦
後の新しい資本輸出の形態としての対外援助について重要であろう。このば
あい，アメリカ財政＝国庫を媒介としてのアメリカ独占資本の人民収奪がど
のような構造をもつかが明らかにされる必要がある。アメリカの援助は見返
資金を通して被援助国の経済を従属化し，それぞれの国の人民大象を収奪す
るだけではない。アメリカの独占資本に独占利潤を確保し，その犠牲と負担
を国庫を介してアメリカ人民に転嫁する。この対外援助のもつ国の内外にお
ける収奪構造の全構造を捉えることによって，はじめてアメリカ独占資本の
世界企業化の系譜を明らかにし，それによって世界企業発展の場を準備した
「国家資本と民間資本の絡み合い」の真の全貌をしめすことになりはしない
であろうか。
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第3点，見返資金の機能と役割についての分析はいちおうなされている。
しかし，それは本書の主題にてらして十分とはいえない。アメリカの援助が
西欧資本主義と日本の経済復興＝独占資本の復活の上に果した促進的な役割
を念頭においた上で，いっそう詳細な分析が必要であろう。見返資金の機能
を通じて，いかにこれらの資本主義諸国に，最大限利潤をめざして進出する
プメリカ民間資本の進出にとっての魅力のある場を作り出しえたかを明らか
にすることによって対外援助による世界企業のための地ならしの意味がいっ
そう明りょうとなるであろう。
著者の文章は達文とはいえないまでも，若い研究者の文章にありがちな誨
渋さはない。しかし専門的な論文を一書にまとめたせいか，初学者や一般知
識層にとって説得性を欠くと考えられる箇処がいくつかある。筆者は著者に
一度，一般教養向の解説書を執筆することをすすめたい。そういう解説書を
執筆する過程で案外，自己の論理構成の不充分さや弱点に気付くばあいがあ
るものである。
